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公企業形態論の論点
寺尾晃洋
1. 公企業形態論の貧困
わが国では公共企業体の代表的な存在と目されていた専売，国鉄及び電々
公社の三公社が民営化され，代って混合企業，わが国では別名“第三セクク
―’'が公企業の領域では目下脚光をあびている。しかしこうした流れが公企
業形態論への正しい理解の上に生じていると言えるかどうかはすこぶる疑問
である。少なくとも公共企業体への理解不足がそれへの失望につながったこ
とは争えない。国鉄法などで規定されていた公社制度はあくまで日本的な公
共企業体であった。これは公共企業体とはとても言えないゆがめられた制度
であった。この制度を三公社の民営化論膜のなかで是正しようという意欲は
初めから全く見られなかった。例えば国鉄財政再建計画はさまざま試みられ
たが，国鉄問題の正念場であった1970年代後半以降一度でも公社制度そのも
ののあり方を真剣に問うたことがあったであろうか？それは全くなかった。
後述のようにこのことは，公社制度のきわめて拘束的な日本的特徴が積年の
労働政策のあり方に深くかかわっていたこと，そして，これを変更する意志
が全く見られなかったことに現われている。この点をもう少し具体的に検証
するために，かつての国鉄の場合をふり返ってみよう。
さて， 日本的な公社制度の問題はいわゆる当事者能力問題としてよく知ら
れている。三公社にはほとんど経営の自主性がなかった。例えば国鉄をとり
あげ，とくに財務を中心に見てみると，国会の議決にかかわるものとしては
総額予算主義に基づく予算・決算，債務負担行為，長期借入金・短期借入金
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及び鉄道債券の発行限度額の議決， 運賃法定制（あとで部分的に綬和され
た）， 世界に類例がなかった給与総額制があげられる。大蔵大臣にかかわる
ものとしては業務上の現金の国庫預託制などがあり，運輸大臣にかかわるも
のとしては非常に多いが，主なものは国鉄予算・決算の国会提出，流用・予
算の緑越の承認， 重要財産の処分の制限， 事業範囲の制限， 鉄道新線の建
設・営業線の休廃止・主要工事の施行の認可，業務上の一般的監督などがあ
った。さらに会計検査院による国鉄財政全般にわたる会計検査がおこなわれ
た。このようにまことに拘束的な規制がおこなわれていた。わが国では公社
経営の現実の決定は政府がおこない， 国鉄理事会は実質的には無力であっ
た。
また，これとともに労働組合も公共企業体等労働関係法によって，労働三
権への制約，とくにスト権の喪失という団体交渉の当事者能力欠如の問題を
かかえていた。
したがってこのように実力のない労使間の交渉がうまくいくはずはなかっ
た。春斗はいたずらに長期化した。そこで労組は国鉄の政策決定に対し権限
をもつ政府を前面に引き出すために， 遮法ストに訴えることが慣行となっ
た。ところが1964年4月公労協が大規模な4• 17ストを準備した際，このス
トは池田勇人首相と太田薫総評議長の政治的妥協によって回避され，賃金紛
争も公労委の場で平和的に解決されたが，交渉当事者である労使とも互いに
自主的交渉力を欠いていたいわゆる当事者能力問題が国鉄の労使関係の根底
にあることが広く一般の萬識するところとなった。そこでこの問題の解決は
1962年から64年にかけて活躍した第一次臨調以来，政府のもとに設けられた
いくつかの審議会の課題になった。こうして日本の公社制度が論議される空
気がでてきたかに見えた。
しかし1973年12月のオイル・ショック以後の経済の低成長を背景として，
1970年代後半になると，公共企業体でいくならばスト権否定，スト権回復を
めざすならば民営化という二者択ーが自民党の意見の主流を占め，公共企業
休を前提とした当事者能力強化やスト権の付与といった考え方はすっかり姿
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を消してしまった。結局公社制度のきわめて拘束的な日本的特徴は一貫して
維持されることになったのである。爾来民営化の方向で公共企業体批判がふ
き出し，第二次臨調報告はこの方向でまとめられた。
もともとわが国に公社制度が導入された時も，労組対策的な動機が決定に
作用したが，わが国の公社制度は労働政策との関連を抜きにしては考えられ
なかった。政府は三公社等の労使関係に直接介入し，そこにおける労働者の
賃金抑制をてことして，民間をふくんだ低賃金構造の保持に少なからぬ貢献
をしてきたのである。ここにきわめて拘束的な公社制度の日本的特徴の本質
があった。このことは政府・臨調が公共企業体の日本的特徴に最後までこだ
わった大きな理由であった。国鉄等の民営化を契機としてわが国労働運動の
基幹部分であった総評が事実上崩壊し，労働政策は全く新しい地平の上に再
構築されることになった。これとともに公共企業休問題というかたちの労働
政策の任務も終った。 このようにわが国に公共企業体制度が導入されて以
来，公社制度は終始「政治の道具」として利用され，公共企業休としてのい
い面は全く陽の目をみることはなかった。臨調の民営化論がまともな公共企
業休論をもっていなかったことは当然のなりゆきであった。このような政治
が先行した公共企業体問題の経過を見る限り，そこにまじめな公企業形態論
があったとはどうしても思えないのである。
さてこのことは単に臨調のみの責任ではない。視点を政治の場から学問の
世界に移してみると，このことは理解がえられる。通常わが国でも公共企業
体は経営の自主性を与えることによる公企業の能率化形態として把握されて
いる。つまり独立公法人化することと能率化が結びつくための契機は，経営
の自主性である。経営の自主性は，①政治上の自主性（議会による規制の緩
和），③行政上の自主性（政府による規制の緩和），③財政上の自主性（独立
採算制）， ④人事上の自主性を言う。 ところがわが国の場合能率化の契機と
しての公共的規制の緩和はすでに見たように完全に無視され，もっばら独立
採算制の側面が強調されてきた。しかも独立採算制は「企業性」の同意語と
考えられ，無批判に肯定されてきた。このため，企業性の側面を強調するこ
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とによって公共性の位置づけ，なぜ公共企業体形態をとらねばならないのか
といった点が稀薄になり，公共的所有そのもの，公企業であり続ける必要性
をすら説明できなくして，民営化論に結びつく原因になったのである。能率
性，企業性を判断規準の中心にすえれば，公営の存在意義は稀薄になって当
然であったと言える。
能率性，企業性重視は人員の合理化から行政の守備範囲の部分的縮小，す
なわち下請け，委託，さらに民営化へと発展した。この背景には市場メカニ
ズムという「資本の論理」にまかせておけば，公共性は保障され，資源と労
働の適正配分が確保されるはずであるという市場万能論の思想がある。これ
は資本による資源と労働の適正配分の確保，すなわち資本の機能の調和的側
面の一面的な積極評価を意味している。市場を自由化せよ，競争にゆだねよ
といった掛け声はどこからでてくるのであろうか？それが競争戦のなかでの
強者の声であることは改めて言うまでもない。しかし現実には所得格差があ
り，過疎過密の地域間格差があり，陽のあたる産業のかげに重要な基礎産業
部門が慢性不況に苦しむことも多い。地球的規模で資本主義世界を見ても，
衆知のように南北問題はまことに深刻である。このように繁栄のかげにかえ
アンパ9ンス
って矛盾や不均衡が深まっている。ここには資本の論理だけでは律しられな
い世界があることが示されている。そこにわたしたちは公共経済，その一翼
としての公共的所有の存在意義を知るのであるが，いまは一歩進めて公共所
有論を足場に公企業形態のあり方の問題について考えてみることにしたい。
2. 公企業形態論へのアプローチ
さて公企業形態論の前提は公共的所有論であり，公共的所有論の大前提は
公共性論である。最近に至るまで公企業における企業性重視の傾向のなか
で，公共性論の不在を思わせるような考え方が流行しているが，公共的所有
論は企業性を追求するだけでは決してでてこない。もちろん公共性というこ
とばはしばしば登場する。しかし共通の理解があるとは思えない。通常それ
はきわめて安易に，また，きわめて漠然とした内容でもって使われている。
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この公共性のなかみを経済学的に明らかにし， これに対応した行政上の任
務，あるいは政策を位置づける努力がなされねばならない。
公共性の把握についてはとりあえず公共経済学の考え方が注目される。公
共経済学は財・サービスの使用価値的性質，いわば物質的性質に着目して，
公共財とはつぎの性質をもったものと考える。①非競合性（特定の個人の消
費が他人の消費と競合しないという性質），③非排除性（公共財がひとたび供
給されると，いかなる人もその利用から排除されない。つまりその利用にあ
たって対価を徴収することが不可能か，あるいは非常に高い費用によっての
み排除が可能であること）， ⑧非選択性（公共財がひとたび供給されると，
利用者は自由に数量的な選択をおこなうことが不可能であること）， ④不確
実性（たとえば消防のように，実際に利用する数量，あるいは確率は，個々
の利用者には予測しえないこと）， こうした性質をもった財が公共財である
(1) 
と言うのである。このようにここでは財・サービスのある種の使用価値的性
質の上に，受益と負担が結ぴつけられて，財・サービスが公共的か，私的か
に類別される。すなわち特定個人の受益がはっきりしており，料金でコスト
を回収できるものは私的財，それがはっきりしないので料金でコストを回収
できないものは公共財という訳である。ところが受益の私的性格がはっきり
しないものはさきの4つに該当するものにかなり局限され，他は私的財に分
類される。そして，私的財については利用者負担，言い換えれば市場原理に
ゆだねることが最良であるとされる。公共経済学の論理展開はおおむねこの
ようである。
しかしながら「公共的」ということばの公共経済学的使用の方がその通常
の理解に比べ，むしろきわめて特異である。これは使用価値的な把握の域を
出ないところの近代経済学の「資本」の理解を連想させる。ともかく公共経
済学で言う公共財，私的財のつかみ方によれば，計数的把握はしやすい。ま
た，このつかみ方を負担の問題とからめることによって，技術的な意味での
負担の可能性は言うことができる。しかしこのことは負担の可否についての
(1) 岡野行秀・根岸隆編「公共経済学」（有斐閣双書） 1973年． 31~32ペー ジ参照。
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価値判断， すなわちマクロ経済学に立脚した政策判断とは別箇の問題であ
る。負担の可能性があるからと言って，負担していいということには直ちに
はならない。また，負担能力があるとも言えない。
ここで公共経済学で言う意味の公共財，私的財の概念が成立しないと言う
つもりはない。しかしいわゆる私的財についても，別の意味における公共性
があることを認めねばならない。水道事業の例をとりあげて具体的に考えて
みよう。水道法第1条には「消浄にして豊富低廉な水の供給を図り，もって
公衆衛生の向上と生活曝境の改善とに寄与することを目的とする」と書かれ
ているが，清浄と豊富は飲み水の使用価値的側面のそれぞれ質的，量的側面
を示し，低廉は価値的側面を示している。飲み水の場合使用価値的には清浄
と豊富は人間にとって不可欠であり，万人が求めるところであって，飲み水
の公共性の重要な 1つの側面であることは疑問の余地がない。これとともに
飲み水の価値的側面である「低廉」は欽み水の公共性のもう 1つの重要な側
面である。 自然水とちがって今日の水道事業が供給している水は労働生産
物，用水である。水を労働生産物という意味の用水に変えることは投資に対
応した水の配分にあずかる権利（水利権）をもつことである。したがって水
の獲得は経済法則の作用にしたがっておこなわれ，弱肉強食の世界がここに
も展開する。しかし飲み水の必需的性質はこういう事態になることを許さな
い。したがって欽み水は低廉でなければならない。欽み水が低廉であるため
には供給者の企業性，利潤追求が満たされなくてもやむをえない。行政が供
給をになわざるをえないのはこういう理由からである。かりに飲み水が「高
価」でもよければ，消浄であれ豊富であれ，私的所有のもとで実現できない
ことはないであろう。このことは公共的所有論が価値的側面から見なければ
出てこないことを端的に物語っている。
さて価値的側面から見るということはどういうことか？これは資本主義の
社会関係のなかで公共的所有をとらえることである。そこでは企業は私的利
益の追求を通じて互いに社会的に結びついて生きているが，①私的利益の追
求から生じる矛盾をある程度緩和し，③生産の社会的性質を補整・強化する
174(836) 第 34 巻第 5 号
ところに公共経済の役割がある。公共的所有はその1つの手段である。この
ように資本主義経済との関連において公共的所有をとらえる場合，公共的所
有はその任務，政策の性格から2つの基本的パタンに分かれる。ところが，
さきに触れたように公共的任務，政策の性格は公共性のなかみに対応すると
ころから，この公共的所有の2つのパクンはつぎにのべる公共性の2つの意
味，公共性のなかみのちがいを反映していると言ってよい。そこでこの公共
性の2つの意味とはなにかを考えよう。
〔1) その1つは弱肉強食の世界における弱者の立場を意味する公共性
である。これを「市民的公共性」と言っておこう。わたしたちの社会では，
資本の働きによって資源と労働の適正配分，生産力の発展がおこなわれる反
面，この作用は大きな損失と無駄，競争からの脱落者たち，競争のなかでの
弱者の犠牲の上に果される。すなわち資本は自分が乗っている労働力という
土台をいわば食い荒す以外には生きるすべがないのがこの社会の最大の矛盾
である。 したがって階級対立と社会問題の激化， さらに労働意欲（モラー
ル）の低下からその土台を最低限守ることがないと，社会そのものの基本的
なしくみが維持できないのである。 ところが労働力というこの土台は実は
「人間」というきわめてぜい弱な，経済法則だけでは律しられない本体の上
に構成されている。 「労働力」と「人間」という 2つの概念は一応区別され
るべきであるが，労働力とその麗用は経済法則に支配されるのに対して人間
は生物学上の法則に支配される。経済も生物学上の法則を無視できないはず
であるが，歴史をたどれば激しい資本間競争のなかでこの法則は余りにも無
視されてきた。ここに「人間」を守る任務は資本の論理では本来期待しがた
いことが示されていると言える。そこでこの任務は行政固有の任務となるの
である。 このような行政の作用は広義の「社会政策」に属すると言ってよ
い。もっともここで使う社会政策の概念は労働時間の制限，婦人・年少労働
者の夜間就業禁止などの工場立法に限定されない広い概念であって，労働者
たちの労働時間以外の時間，つまり生活時間における労働者の生活諸条任を
改善するための上下水道や住宅などの公営をふくんでいる。ここからこれら
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はイギリスでは都市社会主義 (municipal.socialism)， ドイツでは自治体の
社会政策 (KommunaleSozialpolitik)と呼ばれてきた。 これは歴史的に
も，理論的にも公共的所有の原点である。都市問題にはさまざまの側面があ
る。これらを一括してつかむことは容易ではない。しかしこれらを都市サー
ビスの供給者側の条件の欠如，社会的共同消費手段の不足から説明するより
も，その需要者側の条件，つまり資本主義社会における貧困化から直接的に
とらえる方がはるかに理解しやすい場合が多い。たとえば貧困な人びとは彼
らの所得で負担できる貧弱な住宅しか需要しない。ここに都市問題の本質が
ある。したがってこの点をある程度解決するための都市政策は，社会政策的
な内容をもたなければ実効があがらないのである。さきに水道事業について
欽み水は低廉でなければならないと言ったが， それはこのような意味であ
る。
“社会政策”的な行政においては，公共性と企業性はきぴしく矛盾する。
ここにおける公共性，正確には市民的公共性を守るためには，①公費支出に
よる財政的支持，③これに関連した議会と行政による適切なチェック機能，
公共的規制が必要になる。 ここで機能するのは「行政原理」であって， 「官
庁企業」（直営）形態がこれに対応する。 たとえば地方公営企業は本来この
ような要請にこたえるために出てきた企業形態である，
C2〕 公共性にはもう 1つの意味がある。私企業にも公共性があるが，
この場合の公共性は利潤追求と両立することが条件である。こういう意味の
公共性を「資本的公共性」と言うことにしよう。資本的公共性は競争戦にお
ける強者の立場を示している。それを公共性と呼びうるのは強者の利益を通
じて弱者が職場をえるという意味においてである。このことをパイの理論と
言う。パイを大きくすることによって矛盾は解決するという考え方である。
資本の自由な活動にまかせておけば一番うまくいくと言うときに念頭にのぽ
る資本家の社会的使命，企業の社会的責任とはこの資本的公共性の観念的形
態である。そして行政がこのような公共性を認め，それを行政の側から誘導
し，促進することを「産業政策」と言うことにしよう。産業政策はドイツや
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日本で見たように資本への国の積極的な保護育成だけではない。 19世紀のイ
ギリスのように，レッセ・フェールも 1つの立派な産業政策であった。
ではどういう場合に産業政策が要請されるか？まずこれには‘‘市場の失
敗”と呼ばれている場合の公的介入が考えられよう。ここではしばしば費用
逓減産業に結ぴつけて公共的所有がとらえられている。それはこのような産
業は資本の有機的構成が高く，とくに固定資本が大きく，したがって収益性
が低いが資本の移動が困難であること，すなわちよく言われるハイリスク・
ローリクンであるか，あるいは初期投資が大きく資金調達が困難であるから
である。このような言うなれば“市場経済の例外領域”的発想のもとに新し
い事業分野や産業の遅れた地域において，とりわけ後発の資本主義諸国の場
合，この点が産業の誘導，産業政策を必要とする根拠とされている。ただ19
世紀のイギリスでは，信用制度の発展，たとえば鉄道業の分野における株式
会社の早期の普及によって，この点は基本的に克服された。したがってこの
点が市場経済への絶対的な制約であるとは考えない。
ところが20世紀となり独占段階が始まると，部門間，地域間のアンバラン
スが激化し，ここからイギリスでも産業政策が必要となってきた。独占企業
の支配は全般的な経済停滞に導くという観測が一部にあったにもかかわら
ず，現代史が示すように独占的競争はむしろ激化している。このなかで独占
企業は技術的優位性を保持するためのイノペーションに努めざるをえない。
このなかから収益性の高い分野に投資が集中し，いわゆる「いいとこどり」
(cream skimming)が盛んにおこなわれる。そこで経営的に重荷になる分
野，部門は切り捨てられ，投資が手控えられ，資本が引揚げられる。こうし
て独占段階に固有な停滞と退廃がこれらの分野，部門に集中して現われる。
このような分野はすでに見たように資本の有機的構成が高く，とくに固定資
本が大きく，ほとんどの場合初期投資が大きい。ここから私企業がそのよう
な分野を避け，公共セククーの登場が必要となる。これが独占段階における
公有化の特有のかたちである。ただ今日では民営化による再編成が活発であ
る。このような分野，部門での政府の産業政策は非収益的な企業の単なる補
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完から，産業構造の再編成が問題化するにつれて，産業全般への政府の計画
的介入に発展する。産業政策の任務はこうして計画性，つまり産業の誘導・
調整（バランス）機能に拡大する。
ただし産業政策的な行政にあっては能率性が基本である。ここでは能率化
により企業の利潤追求と公共性は両立する。かかる公共性をさきに資本的公
共性と呼んだ。この場合は「企業原理」が優先し，独立採算制が企業の経営
原則となる。不採算から公有化へ，したがって財政的支援が必要という論理
は直ちには成立せぬ。規制を伴う財政的支援は政策の性格による。そこでで
てきた企業形態が公共的規制の弱い「混合企業」形態であった＇。これは戦前
のいわゆる特殊会社，最近の第三セククーであることは言うまでもない。
C3J この2つの公共性，その1つである市民的公共性に対応して｀‘‘社
会政策”，他の1つである資本的公共性に対応して“産業政策”，この両者を
1つの事業体のなかに「統一」， ないし「総合」するために生れてきた制度
が「公共企業休」である。総合ということは，たとえば総合大学というよう
に，ちがったものを合わせて1つにまとめるという意味である。‘‘社会政策”
的側面については行政原理にしたがって本来公費による裏づけが必要であ
り，産業政策的な側面については企業原理に基いて企業経営的なやり方が必
要である。公共企業休は．これら 2つの側面の統一，総合という基本的性格
をもつところから，議会や政府によるチェックを基本的に残しつつ，チェッ
クのしかたを弾力的なものに変える工夫によって．その統一的性格に対応し
ているのである。
公共企業休形態を公企業の能率化形態と規定する考え方があるが，このよ
うな超歴史的な規定のしかたではその本来的性格を説明しきれない。なぜな
らばあとでみるように，公共企業体は従来官庁企業（直営）で遂行されてき
た‘‘社会政策”と独占段階において新たに要請されてきた産業政策の統ーで
あって，独占段階の産物だからである。また，公共企業休を「社会化」要素
と「合理化」要素の「結合」と規定した占部都美教授の定義（『公共企業休
論〔増補版J』，森山書店， 1952年）は，大きな影響を与えてきた。しかし問
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題はその結合のしかたである。この場合全然ちがうものをただ結合し，調和
すると言っても無理である。
また， 企業性重視， 能率向上によって公共性を確保するという意見もあ
る。もちろんこのような場合があることを認めない訳ではない。しかし公企
業のうちには反対に公共性と企業性が対立する場合も多い。したがって公共
企業体の場合公共性と企業性が調和する条件とはなにかが明確に説明されね
ばならない。従来のとらえ方はあまりにも観念的であり，企業経営的側面に
焦点をあててとらえられていたので，次第に公共企業休形態の存在意義が稀
薄化したのである。
このように公企業の企業形態は(a)官庁企業，（b)公共企業体，（C）混合企業の
三者が基本的な形態であって，これらについて公共性のなかみ，これに対応
した政策の性格，経営原則の関係を図示すれば図1のようになる。
図1 公企業形態のしくみ
（政策の性格） （経営原則） （企業形態）
公共の福祉 行政原理 官庁企業
(“社会政策”) （鑓反炉「＼＼
ど．公共企業体
•”. 産業の誘導•••••••••••••••企業原理·.召．．．．………混合企業
（産業政策） （独立採算制）
＜要約＞公企業の諸形態は企業性や能率性だけからは説明できない。 ま
た，公共性の強弱と企業性との関係から公企業の形態変化をとらえようとす
る意見も少なくないが，公共性が強い，弱いとはどういうことだろうか？こ
のような量的なとらえ方から質的な企業形態のちがいが納得的に説明できる
とは思わない。公企業は企業である，しかし国家の政策がなければそれは成
立しないという基本的事項を従来人はしばしば忘れがちであった。したがっ
て公共性のなかみ，それに対応した行政の性格，つまり社会政策か産業政策
か，あるいはこの両者の併存かによって公企業の諸形態は最終的に規定され
ると考えるべきである。
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3. 公企業形態の問題点
再確認すれば，公企業では，本来政府・自治体による公費支出の有無，こ
れに立脚した規制のあり方，言い換えれば規制の逆を意味する「経営の自主
(2) 
性」のあり方によって形態の具体性がきまる。しかもこの公費支出の有無は
公共性のなかみのちがい，それを反映した政策の性格によって最終的に規定
される。この最後の点が重要である。これが公企業形態論の原則である。と
ころで経営の自主性は，すでにのべたように，政治上の自主性，行政上の自
主性，財政上の自主性及び人事上の自主性という 4つの内容があるが，この
うち財政上の自主性，すなわち独立採算制は他の三者の物質的基礎である。
独立採算制は企業会計制度（減価償却費の計上）を前提として，①収支均衡，
③資本の自己調達（債券発行に伴う元利の償還を運賃・料金で負担するこ
と），③利益金の自己処分（利益を生じた場合利益積立金として積立て，欠
損を生じた場合これから補てんし，政府の一般財源に頼らないこと）という
3つの内容をもつ。このうち経営上最も重要な意味をもつものは「資本の自
己調達」である。これは資本を債券や借入金で調達し，それらをすべて料金
から償還することを意味するが，このことができるためには公企業は一定の
収益性，いわゆる「剰余」をあげることが必要である。ところでこの剰余は
「国家的独占」と「独占利潤率の通常的水準を超えない利潤率ー一本質的に
(3) 
独占利潤率」の成立によって確保される。このように独立採算制は独占を前
提としている。ただしこの剰余やその前提である独占は独立採算制の「可能
性」， あるいは条件を示すだけであって， 独立採算制の「現実性」は独占段
階における産業政策の登場によって与えられる。この点は公共企業休の成立
との関連であとでのべることにしよう。
ところで独立採算制は政府・自治体の財政危機が深刻化するにつれて，政
策の性格から独立採算制になじまない分野，つまり市民的公共性の強い公営
(2) 寺尾晃洋「独立採算制批判」法律文化社， 1965年， 97ペー ジ。
(3) 同上書， 83ペー ジ。
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公益事業のような分野にも，財政政策の一環として無原則的に拡大する。言
うなれば独立採算制の可能性のない分野にその現実性だけが求められるので
あって，これは悲劇である。しかもこれにとどまらず独立採算制のもとでの
利用者負担の増大，料金の高騰それ自体が公企業の独占的地位をゆるがし，
経営危機を契機に企業形態の問題を飛びこえて民営化を用意したのである。
以上は公企業形態論の理論的わく組である。
さてこの理論的わく組を念頭に置きながら，実際の公企業の諸形態の問題
点を考えてみたい。まず第一に，官庁企業（置営）は予算・決算を議会で議
決すること，職員は公務員であることなど多くの点で一般行政機関と変らな
い。財務についても，独立採算制以前の官庁企業は官庁会計制度のもとで政
府による資本の交付，あるいは政府による事業公債の元利償還，益金の国庫
への納付，欠損金の国庫による補てんなどを最も大きな特徴としていた。ゎ
が国の水道事業では防疫と防火という行政目的の遂行のために， 1890年（明
治23年）水道条例が制定され， 「市町村営主義」の確立をみたが， その第2
条はつぎのように規定している。「水道は市町村其公費を以てするに非ざれ
ば，之を敷設することをえず。」この市町村営主義は水道の公共性，すなわ
ち市民的公共性の確実な保障であった。
ところがわが国では第二次大戦直後政府直営の諸企業に独立採算制が適用
され， 1952年8月には地方公営企業法の成立とともに地方自治体の経営する
企業のうち一定規模以上の水道，軌道， 自動車運送（バス）， 地方鉄道（地
下鉄）， 電気， ガスの 6事業について独立採算制が適用された。イギリスで
はこれよりかなり早く1920年代にすでに官庁企業への独立採算制の導入が見
られた。これによってさきに見た市民的公共性の尉政的保障の体制は根本か
ら崩れることになった。加えてわが国では， 1960年4月地方公営企業法改正
によってさきの 6つの“公益事業’'にこれらとは異質な工業用水道事業が追
加された。これによって同法第3条における地方公営企業の「本来の目的で
ある公共の福祉」を法律自体が実はかなり幅広く，すなわちあいまいにとら
えていたことを実証する結果になった。したがって地方公営企業とは単に自
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治体の経営するところの「企業」であるという意味だけになり，性格規定は
ぽけてしまった。ただこのような根本的なあいまいさを残しながら， 1966年
7月の同法改正は同法第17条の二において企業会計と一般会計との「負担区
分の原則」を規定し， 公共性の保障は， 実質的にきわめて不満足ではある
が，考え方としてはある程度の回復をみることになった。
最近地方公営企業に準ずる内容をもった第三セククーがふえていることが
自治省によって指摘され，地方公営企業の概念を改作する必要が同省内に設
(4) 
置された地方公営企業研究会において検討されだしている。しかし発想のし
かたがむしろ全く逆であって，観光やワインづくりなど多種多様な業種に広
がっている「地方公営企業」の実態を見ればわかるように，官庁企業形態の
真の問題点は地方公営企業法における地方公営企業のあいまいな把握を正
し， 「公共の福祉」を前述の市民的公共性の意味にすえ直すことによって事
業もかなり整理し，地方公営企業についてはその財政的保障を負担区分の一
層の前進のなかで確保することである。
第二に，公共企業体形態の問題点について考えてみよう。公企業の企業形
態の多様化は独占段階の公企業の特徴の1つであるが，公共企業体の誕生は
その重要な一躁であった。 19世紀においてレッセ・フェールが基本であった
イギリスにおいても， 20世紀に入ると独占が一般化し，経済への国家の介
入，産業政策の登場が特徴となり，これとの関連で1926年中央電気庁 (Cen-
tral Electricity Board)がイギリスで出現した。 これが最初の公共企業体
であった。
①公共企業体は独占段階固有の産物である。③それはイギリスという議会
制民主主義の古い伝統をもつ国家で出現し発展してきた。この 2点は公共企
業体形態を考える場合きわめて大事な点である。公共企業体が独占段階の産
物であるということは，すでに再三触れたように，この段階における産業政
(4) 内藤尚志「第三セクターのあり方（特に地方公営企業に準ずる第三セククーに
ついて）—地方公共団体の第三セクターの運営等に関する研究会報告から一ー」
「地方財務」 1989年8月号参照。
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策の全般的登場と密接に関連する。独占段階に入り，公企業の領域に産業政
策が要請されてくると， 国によって2つのパクーンが見られるようになっ
た。その1つは“社会政策＝官庁企業”と‘‘産業政策＝混合企業”の2つの
クイプの公企業が混在するかたちでこの要請にこたえている国（ドイツ），
他の1つは官庁企業の部分的修正によって産業政策を経営のうちに包摂する
ようなかたち，すなわち公共企業体でもってこの要請にこたえている国（イ
ギリス）である。このイギリス型には， ‘‘社会政策＝官庁企業”に必須的な
議会制民主主義の伝統が基本的にうけ継がれている。前掲の中央電気庁は電
気事業のうち発送電事業を国有したものである。配電事業は当時なお民営な
いし公営にゆだねられていた。電気事業は家庭用需要と並んで産業用需要を
かかえており， これらに対する行政区域をこえた効率的（＝広域的・大規
模）な供給が要請され，この2つの需要を議会による公共的支配のもとに両
立させたのが中央電気庁設立の動機であった。
公共企業休のイギリス的特徴はつぎのようにまとめられる。①独立公法
人，③議会および政府の大わくの弾力的規制への切り換え（総額予算主義か
ら純計予算主義へ予算審議のしかたを変え，審議対象項目をしぽったこと，
年次報告書の提出による事後的監督—~トロールから事後
的コントロールヘ切り換えたこと一—ー，公瓢会計士による監査，一般的に会
計検査院による検査が不要であること）， ⑧独立採算制， ④職員は公務員で
ないこと。しかしこれらのうち独立採算制は前述のような公共企業体に内包
されている本来公費の裏づけを必要とする“社会政策’'的側面ときぴしく矛
盾する。実際これは経営上難問である。
そこで公共企業休形態については原則的に“社会政策”＝行政原理，産業
政策＝企業原理を基軸にして，ここでも‘‘社会政策”に対応した部分につい
て公費負担を実現し，行政と経営との負担区分を明確化することが第1に必
要である。第2に行政原理と企業原理を 1つの経営体のなかで使いわけ，そ
れぞれに固有なやり方を許容することによって，公共的責任と能率性を両立
させることがきわめて大事である。公共企業体の問題点はこの2点に集約で
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きよう。これらの問題点を解決して，公共企業休形態に適切な位置づけを与
えることが必要である。
第三に，混合企業形態の問題点について考えてみたい。わが国で第三セク
ターと呼ばれているが，この形態は硯在さまざまの課題をかかえており，近
い将来順次くわしくこれらを取り上げたい。ただここでは混合企業形態の問
題点を考えるにあたり，必要最小限においてのべるにとどめる。第三セクク
ーは一般に政府・自治体または政府関係機関といった公共セククーと民間セ
ククーとの混合出資によって設立された法人を言う。通常は株式会社（商法
法人）を指すことが多いが，財団法人・社団法人（民法法人）を含めること
も広くおこなわれている。この形態はドイツや日本などの後発の資本主義諸
国において，とくにわが国においては， “特殊会社”として戦前の民主主義
のなかった時代に公企業の主流を占めた。特殊会社は戦後占領軍によってほ
とんどすべて解休されたが， 1950年代になって電源開発株式会社，日本航空
株式会社などの特殊会社がある程度復活した。
特殊会社は固有立法による半官半民の株式会社である。戦前それは国策的
に必要ではあるが， 低収益的な分野に資本を誘導するためのしくみであっ
た。基本的に政府持株への配当を無配，あるいは政府持株を後配株とするこ
とによって，民間持株には一般市場並みの配当を確保するのが，このしくみ
の特徴であった。加えて政府信用を背景として社債の発行限度の引上げ，政
府による債務保証，一部門ー会社といった事業独占規定，法人税・営業税の
免除などの民間出資誘導措置があり，政府の規制はきぴしいが，議会の規制
はなかった。戦後の電源開発株式会社なども基本的にはこれと変らない。
1960年代以降第三セククーは．民間資金の調達の利便などから，まず地域
開発のにない手として登場し，さらに公共セククーの人件費節減の手段とし
て大きくクローズ・アップされることになった。このように第三セククーは
開発型第三セククーと管理型第三セククーに大別される。最近では財政危
機， 内需拡大， ハイテク化， 情報化， 民間余裕資金の活用などを背景に，
1986年の民活法，特定地域中小企業対策臨時措置法， 1987年の社会資本整備
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法 (NTT株売却益の無利子融資制度）， リゾー ト法， 1988年の多極分散法，
1989年の地域総合整備資金貸付制度（ふるさと創生事業）などによるいわゆ
る民活型開発が盛んであるが，このなかで第三セクターはプーム的様相を呈
している。最近は， かつての特殊会社における政府持株の無配， 後配株扱
ぃ，社債の発行限度の引き上げといったかたちの優遇措置はみられなくなっ
たが，補助金， NTT株の無利子貸付，開銀の低利融資，税制などによる優
遇措置が第三セククーに結びつけられている。このような支援をうけて，民
間の大企業は地方自治体の関発計画に参画し，有利な投資機会を見つけるた
めに一定の出資に応じている。ここからつぎのような問題点が指摘できる。
①最近の第三セクターの多くは民間主導でも，民間の活力利用でもなく依
然行政主導である。第三セクターについての地方行政システム研究所の数年
(5) 
前の調査でも，政治の介入，行政からの天下り人事，ボストの増加と管理費
の増嵩，役所仕事に流れやすいといった問題点が指摘されている。③第三セ
ククーは議会に対し法律上は責任をもたない。実際，議会は一定範囲の第三
セククーから簡単な報告をうけるだけであり，議会は第三セクターの予算・
決算について審議する立場にはない。③第三セクターは行動原理のちがうい
わば寄り合い所帯であり，人的構成もほとんど出資法人からの2, 3年間だ
けの出向者で占められている。この点が弱点となる可能性は十分ある。確か
に異なった経験やノウ・ハウの交流といったメリットはある。しかし‘‘縄張
り”の保持だけに終ることもありうるばかりでなく，議会からの規制が弱い
ことも作用して，官民の癒着，腐敗，汚職の危険にさらされていることも念
頭においておく必要がある。④最近官による第三セクターヘの助成強化が期
待されているが，この点はしかたいかんでは活性化と本質的に矛盾する。
最近の第三セクター指向の風潮にもかかわらず，このようにさまざまの問
題点があることも事実である。第三セクターの位置づけはまだこれからの問
(5) 地方行政システム研究所「自治体の出資法人の定住構想の推進に果す役割とそ
の組織・運営の実態に関する調査報告書（地方公社に関する調査）」 1983年3月，
195~196ページ参照。
公企業形態論の論点（寺尾） (847)185 
題であると言える。
4. 結び
最後に公企業形態論は単に経営上の問題にとどまらず，経済政策のあり方
にかかわっている。この点からすれば，公共企業体をわが国で活用できない
のは，それはわが国の政治のあり方の問題であると言えるかもしれない。公
企業形態論への正しい理解が望まれるゆえんである。
